
第５次 
瑞穂町長期総合計画策定に
関する住民意識調査 
（令和元年11月 速報値） 
※数値は速報値のため、今後の精査の結果、変更に
なることがあります。  
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１．調査の概要 
 ①対象人数 

   3,000人 

 ②抽出方法 

   令和元年７月12日現在、町内在住の18歳以上の中から無作為抽出 

 ③調査期間 

   令和元年８月２８日（水）～９月９日（月） 

 ④配布・回収方法 

   郵送配布・回収、ＷＥＢ回答 

 ⑤回収率 

   1346票 （44.9％） うち、WEB回答は172票（12.8％） 
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２．回答者の属性 
 ・回答者の年齢は、65歳～79歳の層が多く、性別が女性がやや多い 

0.6 

2.0 

1.7 

2.5 

4.5 

4.7 

6.6 

6.0 

7.5 

8.9 

13.0 

16.7 

12.3 

7.2 

2.1 

1.3 

2.4 

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14% 16% 18%

18～19歳 

20～24歳 

25～29歳 

30～34歳 

35～39歳 

40～44歳 

45～49歳 

50～54歳 

55～59歳 

60～64歳 

65～69歳 

70～74歳 

75～79歳 

80～84歳 

85～89歳 

90歳以上 

無回答 

男 

43.0% 

女 

51.4% 

無回答 

5.6% 

■性別 

■年齢 
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 ・家族構成は親子２世代世帯が最も多く、次いで夫婦のみ世帯。 

 ・居住地区は箱根ケ崎地区が最も多く、次いで元狭山地区。 

単身世帯 

10.1% 

夫婦のみ世

帯 

29.6% 

親子2世代 

41.4% 

親・子・孫3

世代 

9.5% 

その他 

5.9% 

無回答 

3.6% 
殿ケ谷地区 

6.5% 

石畑地区 

11.2% 

箱根ケ崎地

区 

30.2% 

長岡地区 

12.9% 

元狭山地区 

18.9% 

武蔵野地区 

16.3% 

無回答 

4.1% 

■家族構成 ■居住地 
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Ⅰ．瑞穂町での生活 
 1)永住意向 

 ・住みやすさは「普通」が最も多く、次いで「どちらかといえば住みやすい」となっている。 

 ・永住意向は「ずっと住み続けたい」が５割、「どちらともいえない」が３割となっている。 

とても住み

やすい 

7.8% 

どちらかとい

えば住みや

すい 

28.7% 

普通 

43.8% 

どちらかとい

えば住みに

くい 

16.1% 

とても住み

にくい 

2.8% 無回答 

0.8% 

ずっと住み

続けたい 

51.4% 
できれば

引っ越した

い 

14.9% 

どちらともい

えない 

31.7% 

その他 

0.8% 

無回答 

1.3% 

■問1住みやすさ ■問2永住意向 
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 ・住みやすい理由は「自然環境が良い」が５割、「住宅の都合」が４割となっている。 

 ・住みにくい理由は「交通の便が悪い」が８割、「買い物するのに不便が５割となってい
る。 

 
 2)住みやすい/住みにくい理由 

55.1 

26.2 

11.9 

13.6 

21.4 

6.5 

40.6 

36.2 

8.8 

1.2 

17.7 

43.9 

19.1 

3.2 

4.6 

0.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

自然環境が良い 

下水道や道路など、インフラが整っている 

公共施設が整備されている 

交通の便が良い 

買物するのに便利 

子どもの教育環境が良い 

友人・知人などがいる 

近隣との人間関係が良い 

騒音、悪臭などがなく、生活環境が良い 

商工業やその他事業に有利 

仕事の都合 

住宅の都合 

家族の都合 

学校の都合 

その他 

無回答 

■問2-1住みやすい理由 

3.4 

15.4 

20.0 

80.6 

45.1 

9.7 

5.1 

10.3 

42.3 

2.9 

8.6 

3.4 

7.4 

1.1 

13.7 

0.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自然環境が悪い 

下水道や道路など、インフラが整っていない 

公共施設が整備されていない 

交通の便が悪い 

買物するのに不便 

子どもの教育環境が悪い 

友人・知人などがいない 

近隣との人間関係が悪い 

騒音、悪臭などがあり、生活環境が悪い 

商工業やその他事業に不向き 

仕事の都合 

住宅の都合 

家族の都合 

学校の都合 

その他 

無回答 

■問2-2住みにくい理由 
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 将来どのようなまちになってほしいかについ
ては、 
「道路や鉄道などの交通網の発達したまち」 
及び 
「病院や診療所などの医療体制が整ったま
ち」 
がそれぞれ５割となっている。 

Ⅱ．瑞穂町の将来像・現況評価 
 1)将来のイメージ 

7.7 

54.4 

28.8 

22.2 

13.3 

7.3 

16.6 

3.7 

10.8 

3.0 

52.0 

24.5 

17.8 

2.9 

2.5 

3.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

企業立地が進み、職場と住居が近いまち 

道路や鉄道などの交通網の発達したまち 

商業や流通機能が整備され、消費生活が便利なまち 

良好な住宅環境を備えた住みやすいまち 

遊び場や施設が整備され、安心して子どもを育てら

れるまち 

豊かな自然を活かした農業の充実したまち 

公園や緑地、街路樹などが整備された緑豊かなまち 

文化施設や歴史的施設が整備された文化的なまち 

学校施設や図書館などの生涯学習施設が整備され

た教育環境の良いまち 

集会施設などが整備された地域活動が活発なまち 

病院や診療所などの医療体制が整ったまち 

高齢者や障がいのある人のための施設など生活環

境の整った福祉を重視するまち 

水質汚濁や騒音、振動などが少ない環境の良いまち 

ボランティア活動やスポーツ活動などが盛んに行わ

れているまち 

その他 

無回答 

■問４どのようなまちになってほしいか 
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 ・町政への満足度は「わからない」最も多
い。 

 ・行政サービス推進上の重要な点は、職員
が民間企業同様のコスト意識をもつこと、と
なっている。 

 
 3)町政への満足度 

満足してい

る 

3.3% 

どちらかと

いえば満足

している 

28.8% 

わからない 

43.5% 

どちらかと

いえば不満

である 

18.0% 

不満である 

3.7% 

無回答 

2.6% 

■問７町政への満足度 

18.6 

46.3 

27.6 

27.3 

24.3 

30.8 

11.7 

3.9 

9.8 

11.6 

3.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

町の施設を利用したり、サービスを受ける場合、利

用者がある程度の費用を負担するべきである 

町の職員は、民間企業同様のコスト意識をもって

事業を実施し、効率的な運営に努めるべきである 

町が新しい事業や施策に取り組んでいくために

は、現在の事業の見直しや補助金・交付金などの

見直しもやむをえない 

夜間や休日窓口等、サービス時間の拡大を図る

べきである 

事務を委託するなど民間企業を活用し、町の職員

数はなるべく増やさないようにして､業務を行うべき

である 

近隣の自治体と連携して共同で事業を実施した

り、スポーツ施設や文化施設の共同利用をもっと

進めるべきである 

情報の送受信や情報通信技術の発達（ICT化、人

工知能（AI）の活用など）にもっと力を入れるべきで

ある 

その他 

特にない 

わからない 

無回答 

■問8行政サービスを進める上で重要なこと 
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 ・「建物を建てることができる区域を拡大する」
と「現状のままで良い」が同程度の割合となっ
ている。 

 ・「生活道路、下水道、公園などの身近な生活
環境を整備する」が５割となっている。 

建物を建て

ることができ

る区域を拡

大する 

33.1% 

現状のまま

で良い 

32.4% 

建物を建て

ることができ

る区域を縮

小する 

3.0% 

その他 

1.4% 

わからない 

25.8% 

無回答 

4.3% 

Ⅲ．将来取り組むべきこと 

 1)今後の土地利用 

■問9町内の今後の土地利用 

7.6 

10.7 

45.5 

22.9 

12.2 

18.8 

13.4 

16.1 

5.3 

7.1 

10.7 

9.3 

15.4 

9.3 

2.6 

10.9 

3.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

集合住宅を中心とした住宅地を開発整備する 

一戸建てを中心とした住宅地を形成する 

生活道路、下水道、公園などの身近な生活環境を整備する 

幹線道路沿いにショッピングセンターを誘致する 

遊休地（低未利用地）の有効活用による商業の拠点づくりを行う 

既存市街地の商店街の活性化を図る 

住宅地の周辺に商業施設を分散配置する 

公営駐車場をつくり、買物がしやすいようにする 

工業用地は減少させ、住宅地や商業地など他の用途への転用

を図る 

物流や工業用の土地を造成し、拡大を図る 

既存の公共施設を維持し、各地区に公共施設を配置する 

拠点となる場所に公共施設を集約、又は多機能化させる 

農地を保全する 

農地を住宅地などに転換する 

その他 

特にない 

無回答 

■問10住宅地・商業地・工業地・公共用地・農地などのあり方 
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 安心して子どもを産み、育てられる環境
づくりを進めるために重要なものは、
「女性が子どもを産み、育てやすい労
働環境の整備」が最も多く、次いで「多
様な保育サービスの充実（延長保育、
病児保育など）」となっている。 

 
 2)子育て環境 

39.1 

8.1 

18.7 

32.8 

22.1 

13.6 

17.4 

5.0 

26.7 

10.6 

12.7 

30.5 

1.7 

8.0 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

女性が子どもを産み、育てやすい労働環境の整

備 

男性が子どもを育てやすい労働環境の整備 

職場への託児施設の設置促進 

多様な保育サービスの充実（延長保育、病児保育

など） 

放課後の子どもの居場所の充実（学童保育クラブ

など） 

子どもの遊び場の整備 

学校教育の推進・教育環境の充実 

母子保健医療体制の充実 

医療費助成や児童手当など子育てに伴う費用の

軽減や支援の充実 

子育てボランティアなど地域ぐるみで子育てを支

援する体制の整備 

男女がともに家事や育児に関わる意識の啓発 

犯罪や不審者に対する取組の充実 

その他 

無回答 

■問11子育て 
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 超高齢化社会における取組の中で重
要なものは、 

 「在宅で受けられる介護サービスの充
実」が最も多く、 

 次いで「特別養護老人ホームなど入所
施設の充実」となっている。 

 
 3)高齢化社会における取組 

■問12超高齢化社会 

21.7 

18.2 

31.0 

18.9 

16.9 

23.2 

12.3 

30.6 

8.3 

9.8 

6.9 

7.6 

11.7 

23.4 

23.6 

1.1 

4.3 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

高齢者の就業促進 

生涯を通じた健康づくり支援 

在宅で受けられる介護サービスの充実 

高齢者のみの世帯への支援 

寝たきりや認知症にならないための介護予防や健康づくりの支援 

寝たきりや認知症の高齢者のいる家族への支援 

高齢者の趣味・生涯学習等、生きがいづくりの支援 

特別養護老人ホームなど入所施設の充実 

道路や公園が安全で快適に利用できるバリアフリーの推進 

徒歩圏内で人とのつながりがもてる居場所づくり 

高齢者のための住宅施策 

相談体制の強化 

高齢者の見守り活動 

徒歩圏内に医療機関や商業施設、公共施設などを集約したまち

づくり 

商業施設や公共施設に行きやすくするための交通手段の充実 

その他 

無回答 
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 環境問題への取組の中で重要なもの
は、 

 「基地や幹線道路などに起因する騒音
や振動などの対策」が最も多く、 

 次いで「過剰包装の自粛やマイバッグ
の活用など、ごみの減量化」となってい
る。 

 
 4)環境問題 

■問13環境問題 

19.8 

25.0 

10.9 

22.2 

21.6 

5.5 

25.8 

23.7 

8.6 

12.9 

14.3 

29.7 

6.6 

21.6 

1.5 

4.2 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

緑地、農地などの保全 

河川や池、水路などの水質の保全 

動植物など、生物多様性への対応や自然生態系の保全 

太陽や風などを利用した自然エネルギーの活用 

環境負荷に優しい交通手段の利用（鉄道、バス、電気自動車な

ど） 

節電などの省エネルギー活動 

過剰包装の自粛やマイバッグの活用など、ごみの減量化 

ビン、カン、ペットボトル、新聞、雑誌などの資源物の再利用 

農薬や化学肥料などの利用自粛、有機農業（環境保全型農業）

の推進 

子どもから大人まで、環境問題に対する学習機会や意識づけの

継続的な実施 

歩道、公園、緑地など市街地の緑化 

基地や幹線道路などに起因する騒音や振動などの対策 

動物による畑や住宅地への被害対策 

空地・空き家の草や樹木による周辺被害への対策 

その他 

無回答 
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 今後の災害対策として重要なものは、 

 「食料、水、日用品などの災害用備蓄
品の整備」が最も多く、 

 次いで「地震情報、被害情報などの収
集・伝達体制や住民への情報提供体制
の整備」となっている。 

 
 5)災害対策 

■問14災害対策 

39.5 

15.7 

32.5 

25.1 

42.1 

6.0 

4.3 

17.7 

5.6 

6.2 

37.1 

11.8 

16.4 

0.9 

3.7 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

地震情報、被害情報などの収集・伝達体制や住

民への情報提供体制の整備 

避難所の耐震化の推進 

高齢者、障がい者などの避難誘導と安全確保の

体制整備 

救助・救急、応急医療体制の強化 

食料、水、日用品などの災害用備蓄品の整備 

ボランティア活動の推進や受入体制の整備 

自主防災組織及び消防団の活動支援 

被災者の生活再建支援体制の整備 

住民の防災意識を高めるための講習会や防災訓

練の実施 

10緊急輸送道路や消防活動のための防災道路の

整備 

11電気、上下水道、電話などのライフライン施設

の耐震化の推進 

12住宅の耐震化の推進 

13町の危機管理体制の強化 

14その他 

無回答 
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 教育や文化などの振興について、重要
なものは、 

 「子ども達が生きる力を育む義務教育
の充実」が最も多く、 

 次いで「通学路などの安全対策、整備」
となっている。 

 
 6)教育・文化 

■問15教育や文化などの振興 

21.4 

15.5 

38.8 

20.4 

17.5 

27.6 

7.8 

20.1 

8.5 

9.9 

6.5 

37.8 

1.5 

5.6 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

新たな図書館などの生涯学習施設の整備 

住民の経験・キャリアを活かした地域づくりの推進 

子ども達が生きる力を育む義務教育の充実 

国際社会で生きるための資質、能力の育成 

家庭の教育力向上に向けた支援 

豊かな心を育てる文化活動の推進 

歴史や文化財の保護と活用 

屋外・屋内競技場などのスポーツ施設の整備 

スポーツ活動の推進 

スポーツや生涯学習を通じた地域間交流や連携

の推進 

男女共同参画意識を育む教育、学習の推進 

通学路などの安全対策、整備 

その他 

無回答 
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 産業振興について、重要なものは、 

 「情報、福祉、教育など新たな産業の誘
致、育成」が最も多く、 

 次いで「地域の物産や土産品などの開
発・振興」となっている。 

 
 7)産業振興 

■問16産業振興 

17.6 

26.2 

32.3 

27.4 

21.2 

29.6 

17.9 

8.9 

13.9 

12.7 

2.2 

8.5 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

既存の企業（工業）の振興 

新たな企業用地の確保と企業の誘致 

情報、福祉、教育など新たな産業の… 

既存の商店や商店街の振興 

観光・レジャー産業の振興 

地域の物産や土産品などの開発・振興 

農業の振興 

新規作物の導入による産地化 

融資や助成制度の充実 

住民による地域経済活性化を図った… 

その他 

無回答 

15 



 ・地域づくりに関連して、自分自身はどのよう
な活動をするかについては、 

 「食生活や生活リズム、運動などに配慮し、自
分の健康管理を行う」 

 及び 

 「自分のできることは自分で行うという自立自
助の意識を持つ」 

 が６割となっている。 

Ⅳ．行政と住民の役割 

 1)住民参加 
■問17地域づくり 

11.8 

18.4 

3.8 

16.1 

27.0 

10.5 

59.5 

59.6 

1.2 

8.7 

3.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

ボランティア活動に積極的に参加す

る 

地域社会の活動（町内会・自治会な

ど）に積極的に参加する 

社会貢献活動（NPO活動など）に積

極的に参加する 

自分と異なる世代（幼児・子ども・高

齢者など）と積極的に交流する 

育児や教育、介護など、家庭ででき

ることをしっかりと行う 

男性も育児や介護などを積極的に行

い、女性も社会参画を積極的に行う 

自分のできることは自分で行うという

自立自助の意識を持つ 

食生活や生活リズム、運動などに配

慮し、自分の健康管理を行う 

その他 

わからない 

無回答 
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 町の公共施設を効果的かつ効率的に
活用するにあたり重視すべき点は、 

 「施設の利用方法について住民の意見
を十分に取り入れ、町が運営する」が
最も多く、 

 次いで「施設を町外の方にも利用しや
すいようにして広域的に活用する」と
なっている。 

 
 2)公共施設の活用 

■問20公共施設の活用 

41.8 

24.9 

5.5 

13.8 

26.7 

2.9 

18.3 

6.2 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

施設の利用方法について住民の意見

を十分に取り入れ、町が運営する 

施設の利用方法について住民が検討

する場を設け､その結果を尊重し、… 

施設の運営を住民が主体となって行う 

施設の運営を民間に委託する 

施設を町外の方にも利用しやすいよう

にして広域的に活用する 

その他 

わからない 

無回答 
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